











































































































































































































































































































































3 0松下圭一 「公共概念の転換と都市型社会」、 『公共哲学 lU、38頁。
3 1 同上、 37頁。



































































































的な作品五点を挙げておく: 西尾勝『地域分権改革』東京大学出版会、 2007年; 新藤宗幸『地域分権、第





































































4 0民工に関しては、以下の文献に詳しい: 厳善平『農村から都市へ l 億 3000 万人の農民大移動~ (叢書中






























































































会工学」技術」となる(図 1参照) 4 5 
44 向上、 211頁0
4~ 向上、 119 真。
45
岡山大学大学院社会文化科学研究科『北東アジア経済研究』第 10号(2013)
図1 政府各レベルの特性・機構・課題
〔政府特性) (機構特性〕 [政府課題]
国際機構 複合・抽象性 |国際政治機構(国連)
|国際専門機構
「基準行政(国の政策基準策定)
国 総合・複合性長+省庁(事業部制)一一一一→
」経済運営・国際戦略・直轄事業
f 広域自治体…補完行政(自治体政策基準策定)
自治体総合・直接性長+部課 」
L 基礎自治体…基礎行政(自治体政策基準策定)
出所:松下圭一『自治体再構築』公人の友社、 2005年、、 119頁。
しかし先にも見たように、ナショナル・ミニマムの必要性は、各自治体聞に大きな格差が存在す
る以上、今後ともますます大きくなっていくであろうし、それを保障する全体的視点からなされる
国家的行政の統ーな実施も必要となってくるであろう。松下氏の自治体論は、国家統治と市民自治、
政治信託の二分法の論理が強調されたために、国家統治と政治信託との結合の可能性を忘却したと
思われるのである。
おわりに
以上述べてきたように、今日における日本の自治体の危機は、その深刻さが極めて露になってき
た。そうした日本の自治体の危機に対して、その根本的な原因を指摘し、その再生の方向を提示し
た松下氏の自治体論は今後の日本の自治体再建を考える際に極めて有益な示唆を与えるものであっ
た。自治体危機が単なる一般的な政策上の失敗というものでなく、明治以降の日本自治体の基本的
な特徴一官治・集権の国家統治のl帰結であったことを明らかにする点でも、またその再建の方向が
シビル・ミニマムの策定が市民自治の構築であることを提示している点でも、松下の理論は極めて
明快なものであった。
しかしながら、松下の理論には、シビル・ミニマムの重視のあまり、ナショナル・ミニマムの今
日的意義についての軽視が見られ、また、国家統治=官僚行政と市民自治の二分論の論理が優位し
たために、統一的な国家行政の今日的意義が忘却されるという問題が残っていると思われる。した
がって、今後の課題としては、一つには、実証的には自治体危機の具体的な事例の分析を続け、日
本、中国の自治体行政の中の具体像をより一層明らかにする必要がある。二つには、松下理論の把
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松下圭ーの自治体理論の再検討一日中の自治体再生の手がかりを求めて一孫悦
握をより正確に再把握する必要がある。特に彼の 1960年から 1970年までの大衆社会論や国家論、
また国家論としての信託論については、より理論的な批判的理解が必要となろう。その際、今日ま
で日本で蓄積されてきた国家論の理論ーとりわけ近代的国家論とアリストテレス国家論との比較を
も検討の課題に加えていくつもりである。
